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朝鮮人移民の中国東北地域への定住と水田開発の動因分析
-1910-1930年を中心に-
はじめに
張建*
本稿は、朝鮮人移民の中国東北への定住問題を取り上げ、彼らの東北への移住・定住に関する中
国東北地方政府と日本政府の政策を分析する。
1910年代以降、朝鮮人移民の中国東北地域への大量移住に伴って中国東北地域の水田開発も飛躍
的に進展してきた。近年の考古学の成果によれば東北地域における最初の水田は遼寧省桓仁県にあ
り、 1875年に朝鮮人移民によって開墾された l。その後、 1910年代になって朝鮮人移民の中国東北
地域への移民が急増し、中国東北地域の水田開発も急速に展開した20
1910年代初頭、中国東北地方政府は清朝政府の「東北解禁J政策を継承し、朝鮮人を含む外来移
民を積極的に受入れていた。加えて 1910年代後半になると、第一次世界大戦の影響で米価が世界的
に値上がりを続ける米価高騰時代を迎えた。とうした時代状況を背景に東北地方政府は水田開発に
積極的に取り組んだ。一方、日本の国内では 1910年以降、近代工業化の進展とともに都市人口が急
増し、食糧の安定的な確保が社会的な課題となった。特に 1918年に富山県で起こった米騒動が瞬く
聞に全国に広がり、日本社会に不安を広げた。食糧不足を解決するために日本政府は朝鮮総督府を
通じて、 1920年 12月から朝鮮で「産米増殖計画」を実施した。そして、租借地としての関東州で
も、日本農場の水田経営を促進するために、大規模な農業調査を行い、水田経営を東北全域へ拡大
するための農業投資と農業試験を支援した。その結果、 1920年代後半以降、東北では日本政府と東
北地方政府の間で土地の商租権日を含めた諸権益をめぐる争奪が激化し、また日本帝国の「臣民」
としての朝鮮人人口が急増した。東北地域における水田経営は、東北地方政府・日本政府及び朝鮮
人移民という三者の利益が対立する政治問題となったのである。そして、この矛盾が極限にまで達
して発生した典型的な事件が、 1931年7月に発生した「万宝事件」であった。
近年、中国東北地域における朝鮮人移民や水田開発の問題については、調査と研究が進んでいる。
まず中国語の研究成果からみておくと、衣[199]は、中国東北地域の柏案館資料を活用して、清朝
末期から「満州事変」までの東北地域における朝鮮人移民が増加した実態と水田開発の進展を先駆
本岡山大学大学院社会文化科学研究科博士後期課程 2年生
I 偉夫「東北最早的水田開発地 桓仁」、 『中園地名』、第 11期、 2003年8月c
2 W2009年中国統計年鑑』による黒竜江省、吉林省、遼寧省の米生産量は全国の 13.6%を占めている。
き商租権とは日本の満洲植民地化工作の有力な--手段として設定された土地権利であり、 「商租」とは当事者
商議による自由契約の土地貸借をいう。
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的に検証し、特に水田開発技術伝播の担い手としての朝鮮人農民の貢献を評価した。子[2007Jは黒
龍江省における朝鮮人移民の増加とその原因、そして彼らによる水田開発の進展を論じた。その中
で千氏は当該時期における朝鮮人移民と漢族地主の聞の土地租借についても検討を加えている。金
[207Jは朝鮮人移民の移住過程と水田開発の進展の関係を「満州国」期を含めて詳細に論じ、東北
地域政権の下での水田会社設立の実態及び「満州国」が行った米穀政策及び水利建設の拡大によっ
て急速に拡大した米の生産について検討した。しかし、以上に触れた研究成果は、いずれも朝鮮人
農民が中国東北地域へ流入した主要な要因を日本の朝鮮における過酷な殖民政策に求めており、経
済面すなわち土地価格や水稲収穫量あるいは米価といった要素が絡み合う農業経営の内容について
は具体的な考察を加えていない。また当時、東北地域における水田開発の過程で進められていた日
本水稲品種の導入・改良についても立ち入った検討が行われていない。
次に日本側の成果について触れておくと、熊谷[201]は清朝末期から日本敗戦までの中国東北に
対する朝鮮人移民の流入過程を検討し、朝鮮人移民によって中国東北地域に水稲栽培がもたらされ
たと評価した。しかし、熊谷氏は朝鮮人移民と中国東北地域の水田発達の関係については実証的に
論じていない。江夏[207]は近年の中国と韓国における研究成果をまとめた上で、朝鮮半島南部か
らの移住民がもたらした水稲作が中国東北部に根付いていった歴史と、そこに深く関わった日本政
府の政策を論じた。江夏氏の研究は、特に、国策会社としての満州勧業株式会社と東亜勧業株式会
社の活動を詳細に検証したという点が注目に値する。本稿でも日本政府の中国東北地域における水
田開発政策・活動が検討しており、その際に江夏氏の研究結果を用いている。しかし、江夏氏そし
て熊谷氏の研究は、いずれも東北地方政府の対応については、一面的な理解にとどまっている。朝
鮮人の東北部への移住と水田開発に対する東北地方政府の政策は常に制限的だ、ったわけではなく、
1910-20年初頭にはこれを積極的に支援していた。朴 [2008]は朝鮮人農民の中国東北地域への定住
過程に伴う水田耕作農法の伝播について、 1920年代までの移住過程、導入された栽培法・品種を中
心に分析した。ただし、朴氏は 1920年代中国東北地域における朝鮮人移民に対する小作関係、中国
政府の水田開発に対する土地放出政策及び朝鮮人移民の水田事業に従事した原因について詳しくは
論じていない。一方、湯川I[2012]は満鉄農事試験場の業務を中心として、 1913-1945年中国東北地
域における水稲品種の拡散及び改良過程を詳細に検討した。
これまでの研究は、中国側でも日本側でも、総じて土地調査事業による朝鮮人農民からの土地の
強制的な買い上げを移民の背景として想定し、同事業に対する批判を行ってきた。そうした批判は
的を射たものである。しかし、買い上げ価格と中国東北の耕地価格との間にあった価格差やそれを
意識した朝鮮人農民の移住行動については十分な議論がなされていない。
従来の研究が見落としてきたもう一つの注意すべき問題は、朝鮮人移民が中国東北に流入してか
ら、なぜ水田経営を生計の維持手段としていたか、という問題である。周知のように、朝鮮南部に
は水田耕作の伝統があったが、北部の農民は主に畑作に従事していた。しかし，最も早くから水田
49
岡山大学大学院社会文化科学研究科『北東アジア経済研究」第 10号(2013)
耕作が行われた鴨緑江下流地域で開墾を進めていたのは，平安北道出身者など朝鮮北部からの移住
民であった。朝鮮人移民の出身地は，特に 1910年代までについていうと，必ずしも米作が伝統的に
行われていた地域ではなかったのである。
以上のことを踏まえて本稿では次の三点について分析を進めたい。第一は、朝鮮人移民が東北地
域へ流入した背景、そして彼らが水田開発に従事していた原因を経済面から検討する。第二は、朝
鮮人移民と水田開発の進展に対する東北地方政府、日本政府、さらに朝鮮総督府の政策と活動を考
察する。そして第三は、「国策」会社として朝鮮半島に拠点を置いていた東洋拓殖株式会社が東北地
域へ進出し、そこで朝鮮人移民を使って水田開発に携わっていった要因を明らかにする。その際、
米の生産をめぐる当該時期の朝鮮人農民の生存状態、そして東北地域における日中両国政府および、
朝鮮人移民の利益の競合関係について実証的に検証していきたい。
1. 1910年代以降中国東北地域における朝鮮人移民及び水田開発の実態
1. 1. 1910年代以降中国東北地域における朝鮮人移民及び水田面積の急増
最初に、 1910-1945年の中国東北地域における朝鮮人人口、水田面積及び水稲生産量の状況を確
認しておとう。図 lに示されるように 1910年以降、中国東北地域では朝鮮人移民の人口が持続的に
増加していた。一方、水田面積および水稲収穫量の状況については、残念なことに 1924年以前の中
国東北地域全域における水田面積及び水稲収穫量に関する時系列的な公的統計資料が存在しない。
しかし、 1910年代についても、日本政府は中国東北地域における水田開発の可能性、土地所有権、
朝鮮人移民の問題などについて個別的な調査を進めており、そこから状況を推察することは可能で
ある。例えば、江夏 [2007]によれば、 1919年(大正八)年 1月24日、内田康哉外務大臣は在満
各領事館宛に「管内ニ於ケル水田二関シ調査方ノ件」という文書を送った。これに対して在満各領
事館は、翌年7月までに、中国東北地域における水田の状況に関する調査報告を外務省に送った。
それらの報告によると、中国東北地域における水田面積はすでに4万町歩を越えており、 1912-19日
年に比べると十倍の広さになっていた。またその所在地は安東、間島といった地域だけでなく、奉
天、通化、鉄嶺、海龍などの東北地域各地に拡大していた(江夏:p. 191)。これらの地域で生産され
る米は基本的に朝鮮の在来種であった。『満蒙全書Jに収録された農業統計によると「南満」にあた
る奉天省では水田面積が 1914年の 437haから 1917年の 500haへと増大し、 1912年から 1920年の
期間でいえば、年々約 5%以上の割合で増加していた九以上の史料からみて、中国東北地域におけ
る水田面積は 1910-1920年代初頭に持続的に増加していたと判断するととが許されよう。しかし、
この時期とは対照的に 1924年一1931年には当該地域の水田面積及び水稲収穫量は伸び悩んだ。そ
して、注目すべきことに、 1924年一1931年においては水田面積及び水稲収穫量の増加率は朝鮮人移
4 W満蒙全書』第三巻、 1921年、 348-420真。
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民人口の増加率に比べて明らかに小さかった。
図 1 1910-1944年中国東北地域における朝鮮人人口、水田面積及び水稲生産量統計図
(人口:人、水田面積:加、水稲産量:トン)
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出所金哲『朝鮮の人口と経済J、岩波書庖、 1965年、 28頁、高崎宗司『中国朝鮮族』、 196年、 16頁、東北
物資調節委員会研究組『東北経済小厳書・農産」、 1948年、 93-95頁による。
1924年以降の中国東北地域における朝鮮人移民の一人当たり水田面積を確認しておとう(図 2)。
朝鮮人農民がどれぐらいの割合で米作に従事していたのかを示す統計調査は見当たらないが、「在満
鮮人ノ九分以上ハ農民殊ニ水田稲作ニ従事スル無知貧窮ノ民ナリ」と言われていた 5。中国東北地
域における朝鮮人の大部分は稲作に従事していたので、朝鮮人移民の一人当たり水田面積の推移を
評価する際には、朝鮮人米作農民数を在満朝鮮人総人口と見なすことによってその傾向を把僅する
ことが許されよう。まず 1926年 1932年には、朝鮮人移民の一人当たり水田面積は傾向的に低下
しており、 1931年末には 0_15ha以下にまで落ち込んだ。 1924年以降、朝鮮人移民が主導した水田
開発は行き詰まっていたが、流入人口は増加を続け、一人当たりの水田面積は急速に落ち込んでい
た。要約するならば、 1910年代から 1924年にかけて中国東北における水田の開発は順調に進展し
ていたが、 1924-1931年になると行き詰まりむかえていたのである。
図2 1924-1944年中国東北地方における朝鮮人移民の一人当たり水田面積
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日韓国史料研究所「在満鮮人問題J、 『朝鮮統治史料』第 10巻、 1971年、 241頁。
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，. 2圃 1910年代以降の中国東北地域における水稲品種の分布
1910年以降に中国東北地域において栽培されていた水稲品種を見ると、水田開発がもっとも早か
った遼寧省地域では朝鮮在来種の普及が圧倒的に多かった。いわゆる南満では「紅梗子種J(1赤租J)
が広く栽培され、荘河米や関東州米を代表する松樹米も同じ品種であった日。個別の地域について
いうと、安東付近及び鴨緑江下流地域、そして熊岳城以南の関東州地域では「紅梗子種」の栽培面
積が 8~9 割で、それ以外にも朝鮮在来種である「丁租種」、「龍川租種」、「大郎租種J 或は I 粘組種」
などが栽培されていた。奉天を中心とする遼寧省中部地域では、朝鮮在来種「京租種Jが9割以上
を占め、「早京租種」、「大郎租種」、「早丁桓種」といった朝鮮品種も栽培されていた 70 以上のよう
に、遼寧省地域では「紅梗子種J、「京租種」といった朝鮮在来種が広範に普及し、特に関東州地域
の日本水田農場では朝鮮在来種が大規模に採用されていたのである。
次に 1920年以降の吉林省地域における水稲品種の普及状況を確認しておとう。長春・吉林地域及
び間島地域は遼寧省より寒冷であるため、大部分の朝鮮在来種はそのままでは栽培できなかった。
このため、一部の地域を除くと「小田代種Jや「札幌赤毛種j といった日本の寒冷地域に適応した
品種が導入されていた(朴 p.69)。また、日本品種の吉林省地域への導入に関しては次のような経緯
があった。 1913年に吉林省各県の代表 30人が北海道大学の指導によって行われている北海道旭川
の水田開発事業を見学して「札幌赤毛種」を持ち帰り、吉林省立農学校付属試験場の日本人技師に
試作させた。また、 1914年には樺旬地方においても日本人に水田の試作をさせた。しかし、経験が
不足していたためにとれらの試作は、結局、失敗に終わった。その後、吉林省の水田稲作は、遼寧
省から移住してきた朝鮮人移民によって軌道に乗った(朴:p.73)。との点は、朝鮮種を栽培していな
い地域にあっても、朝鮮人移民が持っていた朝鮮での米作の経験は重要な意味があったと言えよう。
1920年以降の黒竜江省地域における水稲品種の普及状況も、やはり、日本品種の普及が圧倒的に
多かった。黒竜江省地域の水稲品種は8割以上が l札幌赤毛」であった。
中国東北地域、特に長春地域以北の地域は天候が寒冷で、水利条件も土壌条件も朝鮮半島と大き
く異なっていた。このため、朝鮮人農民が出身地及び南満地域で身につけてきた農業技術はそのま
までは使うととができず、彼らは移住先を北上させるのに応じて、それぞれの地域の生活環境に適
応すべく水稲耕作技術と水稲品種を進化させていた。吉林省や黒竜江省では吉林省政府が導入した
日本水稲品種と朝鮮人水田耕作技術が結合されることによって水田耕作技術の改良と普及が進んだ。
そして、そうした技術は遼寧省からの移住朝鮮人の手を通じて、吉林省の北部地域や黒竜江省地域
にも広く伝えられていたととに注意を払う必要がある。との点を裏付けることについては、今後の
課題としたい。
6 W中外商業新報』、 1926年3月8日(大正 15)。
7 同上。
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表3 1920年代前半中国東北地域における水稲の栽培品種
朝鮮在来種
地域 日本種
陸稲 水稲
関東州 出雲早生、弁慶嬬 大郎租、龍川租 多々租
熊岳城、松樹地域 早生大野、亀ノ尾 大郎組 紅梗子
遼寧省
奉天、撫順地域 衣笠 京租
安東地域 亀ノ尾、関山 粘組 紅梗子、丁祖
公主嶺地域 札幌赤毛 麦租、大郎租
吉林省
長春、吉林地域 札幌赤毛 麦組 朝鮮嬬
黒竜江省 黒竜江省地域 札幌赤毛
出所:湯川真樹江「満洲における米作の展開1913-1945一満鉄農事試験場の研究内容から見る栽培品種像」、韓
国農業史協会研究成果、 2010年、 797頁によるロ
1. 3. 1910年代以降の中国東北地域における水稲の耕作方法
中国東北地域における水田耕作の特徴は、朝鮮半島と違って、一人当たり水田面積が広く、無霜
期間が相当に短いというところにあった。一人当たりの水田面積について言うと、中国東北におけ
る朝鮮人農民の一戸当たり耕作面積については「然レドモ之等鮮農民ハ一戸平均三天地(1町八反
歩)内外ノ耕作ヲ為シ借地トシテJ8と言われ、一般的には朝鮮国内より多かった九また、奉天以
北の地域は、稲の生育に必要とされていた無霜期間が 150日も不足していた。このため、朝鮮人農
民は粗放な直播栽培方法を使っていた。また朝鮮人農民は人力で種子を直接、田畑の全面に一様に
まき散らして、水稲を栽培していた。即ち、直播栽培のなかでも一番粗放な撒播方法を採用してい
たのである。これによって、当時、中国東北地域の水稲生産性は低い水準に止まっていた。しかし、
既に述べたように、中国東北における一人当たり耕作面積が朝鮮国内より多かったので、例え単位
面積の水稲収穫量が朝鮮南部より低くても、水稲の一人当たり収穫総量は朝鮮国内より多かった。
2.中国東北地域における朝鮮人の水田開発に対する日中両国の政策
2. 1.中国東北地域における朝鮮人の水田開発に対する中国東北地方政府の政策
中国東北地方政権は民国期に入ってからも清朝政府の「放荒政策」を継承し、大量の土地を民間
に放出していた。当時、居住者の大部分は関内からの漢族移民で、彼らは水田開墾の技術を持って
いなかったので湿原や冠水した低地、河川の沿岸などの土地は放置されていた。奉天省政府は土地
時韓国史料研究所「在満鮮人問題」、 『朝鮮統治史料』第 10巻、 1971年、 241頁。
9朝鮮総督府農林局『朝鮮人農民年報』、 1937年、 121-122頁。 1918年の朝鮮における小作農家会戸あたり耕
地面積はO.825町歩、 1930年になると O.851 になった。
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の有効利用と水田開発の利益を図って、奉天省で水田開墾を奨励した。 1912年には I奉天水利局」
を設立し、朝鮮人農民を雇用して1.OOOhaにのぼる大規模な水田開発に着手すると同時に、「水田耕
種奨励章程」を発布して水田の開発を推進した(朴:p.69)。こうした政策にも助けられて、溶陽地域
では多くの朝鮮人が水田開発に従事するようになり、 j軍河沿岸では朝鮮人村落も出現した1001920 
年までに奉天省の水田面積は36万町歩を超え、吉林省ならびに黒龍江省よりもはるかに多くなった。
とうした奉天省の動ぎに触発されて、 1914年、吉林省政府は「吉林全省放荒規則」を実施し、水田
になりうる湿原や冠水した低地、河川の沿岸といった未開墾地を中国人地主や水田会社に対して公
定価格の半額で放出した1。吉林省政府は 1918年には「吉林省奨勧高耕種水稲章程」を発布し、
その中で朝鮮人が集中していた延吉、環春、和龍などの十二県を重点として水田の開発を実施した
1 2。吉林省の各地では規定に基づいてそれぞれの地域に適う耕作奨励政策も出されていた。例えば、
1919年に発布された「修正延吉県播種水稲暫行規定」では水田の開発を促進するため、中国国籍を
取得した朝鮮人移民の水田開墾権と水利利用権について中国人と同様であると明確に規定されてい
た1:。また、吉林地方では 1926年から「吉林県実業局唱蹄水田種稲簡章」が実施された140その
中では、水田開発の促進政策として、中国国籍を持たない朝鮮人に関しでも水田の租借については
公式に承認された。もっとも、この簡章が実施される以前から、東北地方政府は、水田開発を促進
するために中国国籍のない朝鮮人が漢族人地主か中国国籍のある朝鮮人地主から土地を租借するこ
と、あるいは彼らに雇傭されるかによって水田耕作に従事するととを容認していた。 1930年の永吉
県公安局(元吉林県)の調査によると、岡県内の各地域で水田を耕作していた朝鮮人農民は 184戸、
そのうち中国国籍を取得した朝鮮人は59戸で、 32%を占めるに過ぎなかった15。また、 1923年、
吉林省政府は廃棄していた湿原、冠水した低地、河川地域などを水田に開墾することを促進するた
め、「富錦成案」と「宝清成案Jという二つの土地放出政策を実施した。「富錦成案Jは当時、放置
していた富錦県の湿原なと、の土地を水田に開墾するととを奨励するため、三塙 16の土地をー楠と見
なし、一楠あたり1.5元を徴収して民間に払い下げる政策であった 170 そして「宝清成案Jは廃棄
していた宝清県の湿原などを水田に開墾するととを奨励するために、三塙の土地を一楠と見なし、
一塙あたり 0.8元を徴収して民聞に売り渡す政策であった 180吉林省政府は水田に適合する土地を
民間に安価に払い下げて水田開発を促進させていたのである。同年、吉林省政府は更に傘下の各県
知事に対して水田開墾情況に関する調査を行うよう通達を出した。通達は水田の開発を促進するた
1 (J ~奉天通誌』、第 108 巻。
1 u'吉長日報』、 1914年5月7日。
l 2吉林県公署梢案、第31485巻。
j :J吉林省長公署柏案、 1(7-7)イ930
14永吉県実業局柏案、第38710巻C
1 5永吉県公安局格案、第 64377巻。
1 6椀とは中国の土地面積の単位であり、 1塙は約 1ヘクター ルに当たる。
1 7 吉林省政府柏案、Ll6Jl11-02-08540
1 8吉林省政府梢案、 LI6JIII-I2-0274o
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め水田開墾に適合する土地を一律民間に放出することを認め、「韓僑Jを雇用して水田を開墾すると
とについても明確に承認していた 19。
黒龍江省の水田開発は遼寧省や吉林省よりも遅く始まったが、省内の各県は 1914年に発布された
「黒龍江省招墾規則」によって移民の召募と水田の開墾を進めていた。 1920年末までに黒龍江省に
おいても各地で水田開発が進展した(子:p.69)。
加えて、民国初期の段階から東北地方政府は水利施設の開発と建設、水田会社の設立、水稲品種
の普及と改良などの面でも水田の開発を促進した。そしてこの過程で水田経営技術のある朝鮮人労
働力の需要も急増し、朝鮮人の中国東北への移住が加速された。従来の研究が明らかにしてきたよ
うに、 1920年までの朝鮮人移民は、朝鮮北部つまり畑作地帯からの移民が圧倒的に多かった。その
理由は、朝鮮北部の農民が南部以上に貧しかったこと、そして何よりも中国東北地域に対する地理
的な関係があった。しかし、彼らが畑作地帯である北部からの移民であったことについては、今少
し、立ち入った考察が必要であろう。すなわち彼らがなぜ畑作をやめて、稲作に従事するようにな
ったのか。また、稲作経営技術をどのように取得していたのかという問題である。これらの問題を
考えるに当たっては、朝鮮北部の農民が持っていた地縁・血縁が朝鮮南部に伝わる稲作技術を取得
する上で持っていた意味、中国東北地域との地理的関係が土地の取得や移動に対して持っていた意
味、そして東北の各地方政府が実施していた水田開発政策の内容を注視する必要があろう。
朝鮮からの農業移民は 1910年の日韓併合以降、急増した。彼らは日本人であるとの自覚を持って
移民していたわけではなく、彼らの中にはむしろ日本の朝鮮植民地支配に対して反感を持つ者も多
かった。しかし、中国側は彼らを「日本帝国臣民」として認識していた。 1915年5月に「二十一カ
条の要求」に基づいて締結された「南満州東部内蒙古に関する条約J(I満蒙条約J)は、関東州にお
ける日本人の土地商組を承認した。このことにより東北地方政府は「日本臣民」と見なした東北各
地の朝鮮人に対する警戒感を強めていった。この結果、朝鮮人を利用して東北で水田開発を進めよ
うという日本政府の計画はゆきづまった。
1918年、奉天省政府は「提唱華民耕作水稲塀法」を公表し、中国人の水稲耕作を奨励するととも
に、朝鮮人稲作移民に対する規制を強化したどリ。既述のように 1910年代末期になってから米価は
国際的に高騰していた。このため東北地方政府は米作の収益を狙って、中国人を対象とする一連の
水田開発促進策を実施した。しかし、同政府は中国人農民が稲作の技術を掌握していなかったため
に、朝鮮人農民の水田耕作を容認しでもいた。当時「支那人経営の水田となっている分でも、事実
朝鮮人農夫を雇用しないものは少なく、またその水田も多くは朝鮮人の開墾した水田で、支那地主
が口実を設けて収奪したもの」であった 210 これによって東北地域の水田開発は急速に進展してい
1 9吉林省政府柏案、 L12IJI0ト12-02740
" 0遼寧省政府梢案『提唱華民耕作水稲緋法J、JC10 
" 1満州開拓史刊行会『満州開拓史』、 196年、 25頁。
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た。しかし、 1919年の三・ー運動を契機とする在満朝鮮人の独立運動の高揚に直面して、日本側は
朝鮮人の抗日闘争に対する弾圧を強めた。 1925年6月1目、東北地方政府と朝鮮総督府の間で「不
運鮮人ノ取締ニ関スル朝鮮奉天省間ノ協定Jいわゆる「三矢協定」が秘密裏に調印されて、東北地
方政府と朝鮮総督府との聞に妥協が成立した(梶村:p. 37) 0 ["三矢協定Jに基づいて、 1925年 8月、
奉天省政府は「修正管理雇用韓僑墾種稲田耕法」を実施し、朝鮮人農民の土地租借、雇用期限、雇
用条件などを厳格に制限した 2九また、 1925年以降、張作君主爆殺事件、張学良の国民政府への接近
や「国権回復運動j の広がりという東北地域をめぐる状況の変化もあって、東北地方政府は帰化の
勧誘と同化政策を強化した(朴:p.72)。帰化しない朝鮮人に対しては土地所有・租借を禁止し、稲作
の雇用条件も一層厳しく規制したために東北地域における朝鮮人農民の境遇は悪化した。図 lと図
2から見ても、 1926年 1931年の東北地域における水田面積は増加の勢いが衰え、朝鮮人移民の一
人当たり水田面積が約 O.15haに減っていた。
2. 2. 中国東北地域の水田開発に対する日本政府の政策
民国期以降、日本政府は中国東北部における水田開発に強い関心をよせはじめた。 1912年、奉天
総領事落合謙太郎が外務大臣内田康哉に南満州における日本農場の水田経営状況を報告した。この
時期、一部の日本人は南満州で水田耕作を行うととの可能性を探り始めており、満鉄付属地におい
ては実際に水田経営を試行していた(江夏:p. 178)。ただし、この時点では日本人の水田経営は日本
が租借していた地域に限られており、東北地方政府の日本r:対する警戒意識は、むしろ「日本帝国
臣民」となった朝鮮人による租借地以外での水田開発に向けられていた。 1913年、奉天総領事落合
は外務大臣牧野伸顕に対し「南満州各地ニ於ケル水田耕作情況報告書送付ノ件Iという公電を送っ
て、南満州における水田の開発・経営などの情況について詳細な報告を行った(江夏:p.180)。翌
日14年、関東都督府陸軍部はこの報告書の内容に満鉄調査部、関東都督府民政部が行った調査の成
果などを加味して「南満州水稲現況」をまとめた。これらの報告は日本政府が中国東北地域におけ
る水田開発に強い関心を寄せ始めていた事実を示している。
1913年5月、外務大臣牧野から奉天総領事落合に宛て送られた公電「満州各地不開放地内ニ於ケ
ル本邦人ノ水田経営事業ニ関スル件」は、水田経営の可能性を積極的に探るよう命じていた。牧野
は、満州における水田経営が有望な事業であり、日本国内の米価を調節するという観点からみて、
日本の手によって満州における水田開発を進めることが重要な政策課題であると認識していた(江
夏:p.185)。そして、牧野は、当面は中国政府の干渉を回避するために円立たぬ形で日本人の水田経
営を支援し、将来的には機会を見てこうした水田経営を満州全域に拡大できるようにしておくこと
を指示していた。こうして、満州における水田開発計画への本格的な調査が始まった。ついで、 1919
年 1月24日、内田外務大臣は在満各領事館宛に「管内ニ於ケル水田ニ関シ調査方ノ件Jという文
22 遼寧省政府梢案、 JC10-26810
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書を送り、満州全域の水田について開発と経営の情況を詳細に調査させた。そして各領事館からの
報告が満州における水田開発に対して楽観的な見方を示したことを受けて、日本政府は中国東北地
域における水田開発事業の準備を本格的に着手していった(江夏:p.191)。
しかし、このように日本政府が中国東北地域における水田開発事業を調査・着手していたにもか
かわらず、関東州と満鉄沿線地域以外では、日本人の土地所有権は中国東北地方政府に容認されな
かった。このため日本政府は「韓国併合」以降は「日本臣民」の身分をもつものと見なされた朝鮮
人小作の水田経営に対して保護と補助を行った230
中国が主権を有する中国東北地域では日本政府が自らの手で水田開発を進めることに対しては中
国側が強く抵抗すると予想された。このため日本政府は企業を設立し、企業の経済活動を通じて満
州における水田開発を遂行する必要があると考えていた(江夏:p. 191)。つまり、日本の資本、朝鮮
人の労働力、中国の土地を結合することによって中国東北地域に水田耕作を導入し、日本圏内の米
不足を減軽する同時に中国東北部における自らの利権の拡大を図ろうとしていた。具体的には、日
本政府は 1920年代初頭に満州勧業株式会社創立計画を作成した。同計画はいったん挫折を見たが、
東亜勧業株式会社の設立に引き継がれ、日本政府の主導する中国東北地域での水田開発が開始され
た。東北地方政府は東亜勧業株式会社が進めようとした水田経営を中国東北全域に拡げようという
動きに対して、これを「経済的侵略」と見なし、東亜勧業の土地所有権と同社が主要な労働力とし
て雇傭しようとした朝鮮人農民に対する規制を厳格にしていった。これによって東亜勧業株式会社
の水田開発事業は、早々に破綻していった。しかし、同社の試みは中国東北地域に大きな影響を与
えることになった。水田開発のための巨額な資金が奉天・東部内モンゴルの各地に投下され、これ
らの地域に続々と移住していた朝鮮人農民の多くがそのまま水田の小作人として住み着くととにな
ったからである。多くの朝鮮人農民が「南満」のみならず水田開発の立ち後れていた松花江、黒竜
江流域の|北満」地域にも移住し、中国東北の水田開発はその全域において展開していくことにな
ったのである(江夏:p.200)。
2. 3.朝鮮総督府の「土地調査事業J及び「産米増殖計画J
朝鮮は 1910年8月四日、「韓国併合条約」の調印により日本の支配下に編入された。そして 1910
年8月から 1918年 1月まで、朝鮮総督府は朝鮮全国で「土地調査事業」を実施し、「土地国有化」
という名目で朝鮮の土地を大量に占有した。また、 1)駅屯土」として「固有地」に編入された耕地面
積は 13万4000余町歩で、全耕地面積の 5%に当たり、この「駅屯土Jの小作人は 3万 2000余人
に達した(金，崖，梶村:p. 59)。こうして、朝鮮人農民は「固有化」により大量の土地を奪われ、
2 3例えば、 1929年 12月、日本在長春領事館は吉林省政府に照会して、吉林省建設庁が発布した「管理稲田水
利暫行章程j の第八条、 「水稲耕作は本国人に限るj という規定に抗議して、吉林省における朝鮮人小作の稲
作利権を保護した。吉林省政府柏案、 L14-13J10l-18-0777c
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貧窮化が進んでいた。
「土地調査事業」の呂的は周知のように多様であった。このことについては本稿では立ち入らな
い。同事業の特徴については宮嶋博史[191]を参照されたい。ここで、重視するのは改良農法(苗
代、本田の整地、施肥など)や品種の改良(日本の優良品種)によって栽培地域で収穫高が増大し
た場合にも、朝鮮総督府がその収穫高を周囲の在来農法・在来種地域と同じ程度に評価したという
点である。とれによって総督府は地税を実際よりも低く査定し、課税面で優遇措置をとることにな
ったので、「土地調査事業」は農政的・勧農的性格を強く帯びることになった(河合:p. 16)。つまり、
「土地調査事業」は朝鮮人農民の貧窮化をもたらす一方で、朝鮮人農民の耕作技術を進歩させると
いう結果をもたらしていたのである。「土地調査事業」の遂行によって朝鮮では「固有地Jが急増し、
大規模な農業開発を行うための基礎が築かれた。こうした時期に日本政府は、朝鮮総督府を通じて、
1920年 12月から朝鮮で「産米増殖計画」を実施した。「産米増殖計画Jは耕種法の改善を推し進め、
水稲優良品種の普及と大規模な濯概改善、開墾・干拓などの土地改良業を行うことによって米産量
の大幅な増加を目指す政策であった。
「産米増殖計画」の実施を通じて、朝鮮では1920年代に優良品種の水稲が急速に普及した。日本
の米穀市場が求める品質を確保するために朝鮮総督府は「優良品種の普及を以て稲作改良上第ーの
要件として最大の努力を傾注」したのであった240 1920年、すなわち「産米増殖計画」が実施され
る直前の時期において、朝鮮における優良品種水稲の作付け率は57.5%であった 250 I産米増殖計
画」では192年に五ヵ年の「第一期水稲種子更新計画」が立てられ、すでに優良品種が普及している
水田10万町歩について種子を更新する円的で採種水田を設置するための補助金を交付すると共に、
各地方に農業技術員を配置するととが追求された。とれによって優良品種の作付け率は1925年には
71. 6%にまでに普及した(河合:p. 126)。引き続き、 1927年からは I第二期水稲種子更新計画」が立
てられ、優良品種の既普及面積10万町歩と新規普及面積20万町歩、合計120万町歩の種子更新が実
施された。これによって、優良品種の作付け率は1930年までに73.6%までに達した(河合:p. 126)。
とうした「産米増殖計画j の実施によって、朝鮮では日本の水稲優良品種が急速に普及することに
なった。
そして「産米増殖計画」の実施過程では朝鮮の伝統水稲耕作法が改善され、苗仕立法の改良・水
稲正条植の普及・深耕の奨励等が行われ、また適期刈り取り・乾燥調製などの農法の改良も進めら
れた。
「産米増殖計画」の実施によって朝鮮では水田開発が進展したが、その過程では優良品種の水稲
種子、水田開墾技術そして様々な先進の稲作農法が普及し、それは朝鮮人農民の聞にも浸透した。
そしてこのことは朝鮮人農民が中国東北へ移民する際に、東北地方政府によって受け入れられる上
μ 朝鮮総督府殖産局『朝鮮の農業J、1929年、 40頁。
口鮮米協会『朝鮮米の進展』、 1935年、 12頁。
58
朝鮮人移民の中国東北地域への定住と水田開発の動因分析 1910-1930年を中心に一 張建
でも、また東北に水稲技術が伝播していく上でも大きな意味を持つことになった。
2. 4.東洋拓殖株式会社の朝鮮における経営事業
1908年 12月に設立された東洋拓殖株式会社(東拓)は、発足当初から、政府の補助金を受けて
土地の買収を進めていた。 1910年に東拓が保有していた朝鮮土地は 11， 035.5町歩にすぎなかった
が、わずか十年後の 1919年には 7，234. 8町歩(朝鮮全耕作面積の約1.8%)にまで増大した(楊:
pp. 33-34)。そして東拓は191年に朝鮮に移住してきた日本人に譲渡した土地面積は231.9町歩で、
1928年には 10，173.9町歩にのぼった 2fi。又、東拓のほかにも不二、東山、熊本、片倉などの日本
の不動産会社が朝鮮土地を大量に占有し、 1910年まで、これらの会社が占有した土地は 87，000町
歩以上に達した。
朝鮮へ渡った日本人が膨大な土地を占有したことによって(表4)、多くの朝鮮人農民が土地を失
い、自作あるいは自小作から小作へと没落した。 1914年から 1919年まで、朝鮮自小作農家数は
569，517戸から 525，830戸に減少し、対照的に朝鮮人小作農家数は 911， 261戸から1， 01， 03戸へ
と増加した(細川:p. 38)。大量の朝鮮人農民が土地を失って、基本的な生活が維持できない状態に
落ち込んだ。一部の没落農民は農業から排出され、「流民Jになるものも多かった。
表4 在韓日本人地主の土地占有状況表
年度 人数 土地面積(町歩)
1910 2， 254 6， 90 
1915 6， 966 171，00 
1918 10.000 20， 000 
出所 朝鮮銀行調査部『朝鮮経済年報』、 1948年、 8頁による。
一方、東拓は農事改良指導に努め、地力を養うためにまず深耕を奨励した。朝鮮各地で深耕講習
会・競型会を開催し、改良型を供給して、その使用を推奨した。種子の改良にも努めた。原種田を
各地に設けて純系種子を生産し、更に採種目を設置して、そこで採取した種籾を毎年、小作人に貸
付けた。新種の開発に絶えず努力した結果、「東拓米」は日本国内産の米に比べても、味、質ともに
劣ることがなく、餅米に使用されるほどになった。朝鮮の稲作には田植えを行わない伝統的な直蒔
栽培も一部に残っていたが、東拓は正条植えを指導し、奨励した。とれにより稲作労働の能率が進
展した。また、東拓は大豆粕、米糠、硫安、過燐酸石灰等の肥料の使用を朝鮮で促進した 27。そし
てこれらの農事改良の成果を普及し、促進させるために、多収穫品評会、正条植え品評会、生産物
2 G東洋拓殖株式会社『東洋拓殖株式会社三十年誌』、 1928年、 86頁。
2 i 朝鮮に於ける肥料の趨勢(一~八)J、 『京城日報』、 1921年7月3日 1921年7月13日(大正 10)。
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品評会等を開催し、優良者を表彰した。農事講習会を継続的に開催し、農業思想と農業技術の進歩
発展を図ったのである。東拓は朝鮮総督府の「産米増殖計画」の重要な参与者として、朝鮮におけ
る稲作の水田開発、農法改良、種子更新、肥料使用などを推進した。とれによって、朝鮮人の中に
も水田開発・経営の技術を習得する者が急速に増えた。こうした変化は朝鮮人の中国東北地域への
移住が拡大するのにつれて、東北地域の水田事業に対しでも技術面で影響を与えていくようになっ
たと思われる。
3.経済面から中国東北地域における水稲栽培の考察
3. 1.中国東北地域における水稲栽培の収益性
本節では中国東北地域における米作の収益性から朝鮮人移民の水田開発に従事した原因を検討す
る。まず、米作の収益は単位面積あたりの水稲の収穫量及び米の価格と当時中国東北地域のほかの
農産品の状況と比較して考察してみよう。最初は中国東北地域における単位面積あたりの水稲の収
穫量を確認する。表 5は 1923年吉林省地方農事実験場の農産調査書から取得したデータである。こ
れによると当時、中国東北における単位面積当たりの収穫量は、水稲が他の主要農作物に比べ、約
2...3倍も高かった。
表 5 1922-1923年中国東北における一公頃当たりの主要農作物収穫量
単位中国石
xt 高梁 粟 玉萄黍 小麦 大麦 水稲 陸稲
1922年 二石七八 二石七八 約三石 一石七八 約三石 約六石 約六石
1923年 二石六七 二石七八 約三石 一石七八 三石一二 五石七八 五石七八
出所:吉林省政府柏案館『吉林農事実験場主要作物収穫量調査表』、楢案号:20-3-83、1923年による。
清朝末期以降、中国東北の開発が進展するに従って、華北から流入する漢族農民の人口も急増し
ていた。流れ込む漢族農民は、当初主に高梁、粟、麦、大豆などの雑殻を食べ、これらを栽培した。
しかし、日露戦争以降、関東州や南満地域で増加した日本人が米を主食としていたととに影響を受
けて、中国人の米に対する曙好も高まった。そして、 1920年代に入ると、大連、奉天を中心とする
南満地域における都市人口の増加とも相まって、さらに多くの中国人が米を食するようになった。
需要の増加とともに、米は高級な食糧として人気を博し、価格もほかの農産品よりはるかに高くな
った。
表6によれば、 1920年代末期における水稲の価格は普通の糧食の 2倍以上も高く、またすでに確
認したように水稲は単位面積当たりの収穫量も多かった。このため水稲栽培は収益性が高かったと
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推測される。当時、米需要の急増と水稲栽培の高収益性は東北地方政府の関心を引き寄せ、同政府
は民国期に入ってから水田開発を奨励するようになった。しかし、華北からの移民は伝統的に畑作
に従事しており、水田耕作の技術をほとんど身につけていなかった。そこで、中国東北地方政府は
水田耕作の人材を確保するために米作技術を習得していた朝鮮人移民を積極的に受け入れる政策を
とった。一方、中国東北の水稲栽培による高い収益は、貧窮生活を送っていた朝鮮人移民にとって
も魅力的であった。
表 6 1928-1929年奉天城における主要糧食価格調査表
単位 yじ
》と 大豆 高梁 粟 玉萄黍 蕎麦 大麦 水稲 小麦
1928年 16. 80 14.00 27. 0 14. 50 14. 0 13. 0 3. 0 2. 0 
1929年 15. 26 7.00 13. 0 6. 80 6.00 12. 0 3. 0 18. 0 
出所:王樹楠等『奉天通誌』第 15巻、東北文史編著委員会、 1982年、 2595頁による。
3. 2.朝鮮人農民と中国人地主及び水田会社の経済関係
1910年代以降、中国東北に移住した朝鮮人農民は、大部分が貧窮者であり、中国人地主から借り
た土地を水田に開墾して生計を維持していた。一部の朝鮮人農民は中国の水田会社か関東州にあっ
た日本の水田農場に雇用されて水田耕作に従事していた。最初に朝鮮人農民と中国人地主の経済関
係を見てみよう。
1929年、吉林省政府は所属の各県で水田の耕作状況に関する調査を行った。残されている桔案に
依れば、依蘭、五常、延寿、双城、寧安の五つの県で水田耕作に従事していた朝鮮人は全員小作で
あった 28。そして、ほかの地域においても 90%以上の朝鮮人農民は小作であった。
との時期、朝鮮人農民と中国人地主の主な土地租借形式は、定額小作か分益小作であったが、一
部の移民は雇用農民として中国人地主の下で働いていた。朝鮮人農民は東北地域で土地を租借する
ため、租借契約を結ばなければならなかった。租借契約には口頭契約と証書契約の二種類があった。
口頭契約は遼寧省と吉林省で約 50%を占め、同契約が結ぼれた場合、租借土地は既に開墾された土
地(普通熟地)で、租借期限は l年の場合が多かった。一方、証書契約が結ばれた場合は、租借土
地は大部分が未墾の荒れ地で、租借期限は 3~5 年であった(子 :p. 30) 0 1929年に吉林省政府が行っ
た調査によると、1920年代には潰綴鉄道沿線で働く朝鮮人農民の土地租借期限は、1年の場合が88%、
2年の場合が4%であった(李:p.146)。朝鮮人農民が中国人地主から租借した土地の期限は9割近く
2 8吉林省政府柏案、JlO8-02-0063等各巻。
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が l年と短かったのである。中国人地主は朝鮮人農民の優れた水稲栽培技術を評価していたが、朝
鮮人移民の小作としての地位は安定していなかったといえよう。
表 7 1920年代初頭中国東北地域朝鮮人移民の水田小作料調査表
辰夫 分益小作料 定額小作料最高 最低 平均 最高 最低 平均
撫順 50% 45元 35元 40元
満鉄
遼陽 50% 
沿線
回台庄 50% 30% 30元
地方
本渓湖 50% 40元
清原 50% 
南満 東豊 40% 
北部 金川 40% 
地方 海龍 60% 50% 17元
西安 50% 年地代 250元
通化 60% 40% 50% 25元 17元 20元
東辺
興京 50% 40元 30元
道地
寛旬 60% 40% 50% 50元 30元 40元
方
東辺道 50% 40% 3石 2石
東北 吉林 30% 20% 
中部 陶頼昭 2. 5石 l石 20元
地方 長春 40% 30% 30元
ハ)vビン 4石 l石 3石
チチハル 30% 20% 2. 5石 l石
東北
賓県 30% 7. 5石 5石 6. 3石
北部
j毎林 1. 3石 l石
地方
寧安 50% 1. 5石 o. 5石
穆陵 50% 3石 1. 5石
出所:金頴『近代東北地区水回農業発展史研究』、中国社会科学出版社、 207年、 140-141頁による。
また、分益小作料と定額小作料(1租子J)を払っていた朝鮮人農民の状況を 1920年代について見
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てみると、水田開墾の歴史が長い満鉄沿線地域では分益小作料が平均50%で、東北中部及び北部の
大部分の地域よりも高かった(表 7)。定額小作の場合にも、朝鮮人農民の払う小作料は満鉄沿線に
於いて高かった(金:p.141)。朝鮮人移民が 1920年代になって中国東北地域の中部、北部で急増して
いった一つの背景であったと思われる。
分益小作料と定額小作料を払って水稲栽培に従事していた朝鮮人農民は多少の資産があり、比較
的に生活の困窮度が低い農民であった。当時、大部分の極度に貧乏な朝鮮人農民は、中国人地主に
雇用されて水稲の栽培に従事していた。中国人地主あるいは水田会社は資産のない朝鮮人に対して、
まず、住居、食料品、衣服などの生活必需品と耕地、水稲の種子、家畜、肥料、農具などの生産必
要品を朝鮮人移民に無償で提供し、収穫の時に水稲産量の 50-60%を小作料として徴収していた。
このような土地租借方式は当時「務青」と呼ばれた。「務青Jは1921年に吉林省政府によって承認
された 290 そして 1931年4月には、吉林省政府は、朝鮮人農民と漢族地主の対立を緩和するため
に、「墾民租地納糧及盤補食糧耕法」を制定し、「務青」を採用する場合に、地主と水田会社の取得
する収益は50%以下に制限するといった朝鮮人農民に対する優遇条件が規定された 300当時、貧乏
状態にあった朝鮮人農民にとって、「務青」を活用して東北に移民することは中国東北地域に定住す
るためのルートになっていたと言えよう。
水田経営の利潤についていうと、 1910年代末期から国際米価の高騰にともなって単位面積あたり
水稲耕作の利益も増え、高梁、小麦、粟を栽培する場合よりも約 2~3 元多かった 310 また、 1920
年代の調査によると、当時、一天地あたりの陸稲の利潤が 13元、麦が 19.4元、大豆が 12.1元、高
梁が 11.7元であったのに対して、水稲は35.5元とはるかに高かった(孫:p.372)。つまり、単位面
積あたり水稲栽培の利潤はほかの農作物よりはるか多かった。
まとめて言えば、水稲栽培の高収益性及び畑作に比べて相対的に有利な小作条件は、朝鮮人農民
が中国東北地域で水稲栽培に従事する上での重要になっていたのである。
4. 1910年代以降の朝鮮と中国東北地域における朝鮮人農民の経済負担
4. ，. 1910年代以降朝鮮における小作の生存状態
1910年から 1918年まで行われた土地調査事業により、多くの朝鮮人農民が土地を喪失し、小作
人となる運命を余儀なくされた。そしてこの動きは 1920年に始まった「産米増殖計画」によって加
速した。そして小作農の増大は朝鮮北部の畑作地域よりも朝鮮南部の米作水団地域において急速に
進展した。 1918年、朝鮮における小作地面積は219万町歩で、耕地面積の 50.4%を占めていた。小
作地面積、耕地面積に占める割合は 1920年代になると急増した。 1932年の小作地面積は248万町
2 9吉林省政府柏案、柏案号:Ll1: 20-2-620 
:J 0 外務省外交史料館資料「中国側ノ鮮農に対スル小作法制定ニ関スル件」、 『満蒙各地ニ於ける朝鮮人ノ農業
関係雑件 (2) ~、 1931 年 10 月 5 日。
:11満鉄地方部勧業科『満州の水田』、 1926年、 58頁。
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歩で、耕地面積の 56.2%に達した(河合:p.154)。すなわち、土地が地主に集中していたのである。
この問、朝鮮の小作戸数も急増し、小作戸数が農家総戸数に占めた比率は 37.8%から 46.5%にまで
増大した。一方、農家一戸あたり耕地面積は、 1920年代後半には減少に転じていた :12(河合 p.154)。
小作化及び土地の喪失が進展するにしたがって朝鮮では耕地に関する争議件数が急増し、 1920年代
の小作争議は、特に全羅南道、全羅北道、慶尚南道、慶尚北道などの水田地域に集中した(浅田:
pp.77-78)。
表8 朝鮮米の生産と輸移出量
単位石
年平均 一反当たり収穫量 生産高① 輸移出量② ②/① 移出量③ 輸出量④ ③/② 
O. 788 10， 946， 342 627， 378 389， 908 237，470 
1910-1912 5. 7 62. 1 
(89) (81) (31) (25) (53) 
0.890 13， 488， 996 2. 05. 399 1， 573， 503 431， 895 
1915-1917 14. 9 78. 5 
(10) (10) (10) (10) (10) 
O. 952 14，740，332 2， 952， 285 2.837.421 114， 864 
1920-1922 20. 0 96. 1 
(107) (109) (147) (180) (27) 
O. 992 15， 790， 898 5，671，076 5， 658， 902 12， 174 
1925-1927 35. 9 9. 8 
(111) (117) (283) (360) (3) 
1. 032 17，133，167 7， 246， 857 7， 233， 690 13， 168 
1930-1932 42. 3 9. 8 
(116) (127) (361) (460) (3) 
出所:河合和男『朝鮮における産米増殖計画』、未来社、 1986年、 134頁により、括弧内の数字は 1915-1917
年を 10とする噌加指数を示す。
「産米増殖計画」の実施により朝鮮では米作が進展したが、米穀の日本への移出も急増した。 1930
年代初頭の対日移出高は 1910年代半ばに比べると、 25%も増えていた(表 8)。増産高を上回る移
出高の増大によって、朝鮮人の一人当たり年間食糧消費量は 1910年代半ばの1.98石から 1930年代
初頭には1.65石に減り、一人当たりの年間米消費量にいたっては 1910年代半ばの0.70石から 1930
年代初頭の O.44石までに急減していった日日。一方、 1910-1941年の朝鮮における農業人口一人当た
りの生産高からみて、朝鮮人の場合は O.9石から1.01石(成長率 2.5%)へ微増し、日本人の場
合は 27.6石から 96.07 (成長率 247.3%)石に急増した(許:p.105)。つまり、民族別農業人口一人
32 1918年朝鮮における小作農家一戸あたり耕地面積はO.825町歩、 1930年になると O.851になったが、 1918
年自作農家一戸あたり耕地面積は O.812町歩から O.679町歩に急減した。その結果として、農家一戸あたり耕
地面積は 1918年の L637町歩から L530町歩に減少したc
日朝鮮総督府農林局『朝鮮米穀要覧』、 1937年、 138頁。
④/② 
37. 9 
25. 1 
3. 9 
O. 2 
O. 2 
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当たりの収入格差は 1910年からずっと激しく拡大しつつあった。多くの朝鮮人農民は米の販売高を
増大させるために食料米までも手放し、それを補うための粟などの雑穀についても、食料米の減少
を補うほどには入手することができなかった。いわゆる「春窮J34とよばれる状態である。朝鮮総
督府が行った調査によると、 1930年の時点では、朝鮮南部7道において72.8%、北部6道において
61. 3%、朝鮮全国の 68.1%の小作人が「春窮」農家であった(河合 p.170-171)。朝鮮全耕地に日
本人所有耕地の占める割合は 1910年2.9%から 1928年5.1%に増加し、田は5.1%から 9.1%に、
畑は1.7%から 2.8%にそれぞれ増加した(許:p.72)。すなわち、耕地を喪失した農民は稲作農に集
中していた。本論文との関わりで特に注目をひくのは、 1920年以降になると稲作地帯の朝鮮南部に
倒産農家が多くなっていたという事実である。朝鮮総督府の「産米増殖計画」の実施を通じて稲作
技術を高めていた多くの朝鮮人農民が、耕地の喪失や食糧不足を余儀なくされ、生活を困窮させて
いた。そして、とのととは朝鮮人農民が中国東北部に移住して、水田開発に従事していく重要な背
景となった。従来の研究においても、「産米増殖計画」は朝鮮人の対外移民をもたらした要因である
と指摘されてきた350 しかし、とこで強調しておきたいととは、「産米増殖計画」は朝鮮人農民の
窮迫化と対外移民をうみだしていただけでなく、同時に、彼らの農業技術を向上させる役割も果た
していたということである。 1910年代までの中国東北地域へ移住が朝鮮北部の畑作地域の出身者を
中心にしていたのに対して、「産米増殖計画J実施以降になると移民の中心は南部の米作地帯から来
た熟練の稲作農民に変化していた。こうした変化によって当地域の米作開発はいっそう促進されて
いったものと思われる。
4. 2.1910年代以降の朝鮮と中国東北地域における土地価格の比較
1910年代以降の朝鮮と中国東北地域における土地価格の状況を確認しておとう。関東都督府の資
料によれば、大東溝付近における朝鮮人移民の状況は次のようであった。
原文ママ
大東溝付近ニ於テハ僅カニ水田耕作ニ従事セル鮮人ヲ見ツツアリシ二日韓併合後東洋拓殖会社
カ朝鮮新義州府及竜川郡ニ於テ盛ンニ土地ヲ買収シタル結果朝鮮人地主力其買得金ヲ以テ地味肥沃
ニシテ又比較的瀧滋ノ便アル水田耕作ニ適スル此地方ニ移住スルノ利益ヲ認メ自然移住ヲ促進シ近
ク数年間大ニ発達ヲ遂ケタル状態ヲ惹起シタル360
見られるように、「韓国併合」後、東洋拓殖会社が朝鮮の土地を買収すると、売却代金を手にした
:J 4 春窮とは麦収穫の端境期に食糧が欠如し、野山に入って草根・木皮・野草等を食わざるを得ない状態のこ
とを指している。
:3 S 河合和男『朝鮮における産米増殖計画』、未来社、 1986年c また、金穎『近代東北地区水田農業発展史研
究』、中国社会科学出版社、 2007年。
3D 関東都督府『満蒙調査書』、 1917年、 156頁。
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朝鮮人地主が、濯減条件に恵まれた水田耕作に適する大東溝付近に移住していた。大東溝地域の耕
地価格は朝鮮新義州府及竜川郡の半値にしか当たらず、朝鮮人農民にとって魅力的であった。加え
て、中国人地主にとっても耕地を朝鮮人に売却した場合には利益が同じ中国人農民に売却するより
も 2~3 倍多く、とのため中国人地主は朝鮮人の移住を歓迎していた(朴 :p. 70) 0 1920年代半ばの時
期、朝鮮国内の水田価格は普通、中国東北地域の 2~3 倍であった(表 9、表 10) 。東拓の朝鮮にお
ける土地の買収価格については不当に低いと指摘されてきたが、朝鮮南部での土地買収価格は約 50
円/反歩で、間島理春地方郊外付近の中等地に相当する水準であった。従来の研究では土地喪失と貧
窮化によって朝鮮人農民が中国東北への移住を強いられたということがもっぱら強調されてきた
370 しかし、朝鮮における東拓の収買価格はそれでも中国東北の土地価格よりも高く、また中国人
地主が朝鮮人農民への売却によって高い利益を得ていたということは、朝鮮人農民の移住を促進し
ていた要因として見ておく必要があろう。
表 9 1926年間島庫春地方水田価格統計表
単位円/反歩
出所.在間島末松警視「朝鮮人ノ間島・理春同接壌地方移住ニ関スル調査」、『韓国統制史料」第 10巻、韓国
史料研究所、 1971年、 356-357頁による。
表 10 1925年朝鮮各地水田価格統計表
出所:朝鮮総督府『朝鮮総督府統計要覧』、大正 14年、 4-8頁によるG
4. 3. 1910年代以降の朝鮮圏内と中国東北地域における小作料及び小作条件の考察
つぎに、 1920年代の朝鮮における小作料の状況をみてみよう。小作料の徴収方法には定租法、執
租法及び打組法の三種類が存在した(歴史教科書教材研究会:p.574)。定組法はその年の豊凶にかか
わらず、年々定額の小作料を徴収する方法であった。執租法では毎年、作物の成熟する前後に地主
:l 7 衣保中『近代朝鮮移民与東北地区水田開発』、長春出版社、 1999年。また、子春英「朝鮮人移民与近代黒
龍江地区水田開発」、 『農業考古』、 2007年6月、 30頁。
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と小作人が立会のうえ、水田の収穫量を立毛のまま検見し、小作料高を決定した。そして打租法は、
同じく地主と小作人が立会のうえ、収穫の際の稲束数あるいは脱穀調整の際の穀物量をもって、収
穫を折半する方法であった。執租法と打租法という小作料徴収法は、要するに分益小作制であった。
小作料の形態は、水田においては現物納が 9割4分と圧倒的に多く、代金納は 3分 9厘、金納は 2
分3厘となっていた(歴史教科書教材研究会:p.575)。個人地主では現物納が多く、官公有地では金
納及び代金納が多かった。また、小作料についてみると、小作料の生産高に対する割合は、小作料
の徴収法によって違いがあった。定租法では高いととろでは 8'"'-'9割というとともあったが、一般的
には 4'"'-'5割の水準であった。定租法では4'"'-'5割の水準が基準とされていたが、との基準は実際に
は守られず、 8'"'-'9割というところもあった。執租法においても基準はやはり 5割とされていたが、
収穫量を実収量以上に査定するととが多かったので、 6'"'-'7割に達するととも多かった。そして打租
法においても折半が標準とされていたけれども、実際には租税・種子の負担関係、藁稗のl帰属関係
などによって分配率にはかなりの差異があった(歴史教科書教材研究会:p. 575)。加えて地主は経済
外的強制を前提とすることなしには徴収し得ない舎音 38の報酬、検見の手数料、地主・舎音・秋収
員の接待費、計量代、地主、舎音の労働力提供等の特殊な負担を小作人に課していた(浅田:pp.96-98)。
とのように小作料の標準はどの徴収法によってもほぼ5割とされていたが、いずれの方法において
も実際には小作にとってそれ以上の重い負担となっていた。
日本人地主による徴収法について見てみると、執租法と打租法が多く、定租法は少なかった。小
作料は折半を原則とするものが多かったが、水利組合地域内、あるいは土地改良実施地域内では 6
割が一般的なっていた。東洋拓殖会社を例にとると、小作料の徴収法は執租法を採用していたが、
小作額は総収穫の 5割(水利組合地域内は6割)と規定されていた。また、小作額の基準とする総
収穫高は東拓の調査によって認定されていた。濯i既施設や土地改良事業の実施区において課せられ
ていた小作料の 6割という高さは、「産米増殖計画」によって土地改良事業が進展する中で朝鮮全域
に拡がった(浅田:p.98)。日本人地主は、国家の資金に支えられて土地の改良事業を進める過程で小
作料率と小作料を引き上げ、多大な利益を得ていたのである。また、日本人地主は土地所有者とし
て優越な地位を保つことによって、朝鮮人農民に対する住居地の制限、秩序維持の取締等を押しつ
ける規則等を制定し、実施した(浅田 p.109-110)。日本人地主と朝鮮人農民人の土地所有をめぐる
関係は、日本人地主が朝鮮人農民から土地と収穫物を収奪する上で有利に働く、植民地ならではの
抑圧的なものであった。しかも、注目すべきことに、「満州事変J前の中国東北地域における一般的
な分益小作料は 4'"'-'6割であった:すに当時、分益小作料の実情は、中国東北地域と比較すると、朝
鮮のほうが高かった。加えて中国東北地域では一人当たり耕地面積が朝鮮よりも広く、このため稲
作の収益は朝鮮よりも中国東北の方が多かったのである。
川舎音とは朝鮮における小作地管理人の呼称である。
日天野元之助「満州に於ける小作様式と其の性質」、 『満鉄調査月報』、第 12巻第 1号、 1932年、 78頁。
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以上の検討結果を確認するために、 1910年代以降中国東北地域における朝鮮人農民の小作契約条
件について見てみよう。まず、朝鮮人農民が集中していた間島・環春地方の場合である。 1923年に
朝鮮総督府内務局社会課が編集した『満州及ぶ西比利亜地方ニ於ケル朝鮮人事情』は、当地の地主・
小作関係を以下のように述べている。
地主小作人間ノ関係
間島及理春地方ニ於ケル地主小作人間ノ小作契約二関スル権利及義務ノ履行ニ関シテハ、表面ノ
形式ハ略朝鮮内地ニ於ケルト同様、平年作ヲ標準トスル小作地秋収物折半ナリト雄、其ノ実鮮内地
ニ於ケル者トハ甚シキ径庭アリ。即チ間島ノ環春地方地主小作人間ニ於ケル小作契約ハ、其ノ書類
契約ナルト口約ナルトニ論ナク一律ニ小作地ニ於ケル平年作ヲ標準トスル穀物ヲ折半スルノ例ナル
モ、両者ノ利権及義務ハ極メテ不完全ニシテ殆ンド其ノ大部ハ履行セラレザルヲ見ル、加之小作地
ノ収穫物ハ其ノ地方ニ於ケル主要作物ト称セラルル穀物ノミ折半シテ之ヲ地主ニ納付スルヲ例トス
ルモ、秋収時ニ至リ小作人中或者ハ鎌入レヲ地主ニ通告スルモノアルモ大部分ハ之ヲ為サズ、且ツ
小作料トシテ地主ニ納付スル穀類ハ、収穫実収ノ大約三分ノーヲ超エルコトモナク、且ツ其ノ穀類
ノ禾稗ノ如キハ殆ンド其ノ全部ヲ小作人側ニ於テ取得シ、若シ之ニ対シ地主ヨリ小作人ニ不当ヲ鳴
ラス等ノ場合小作人ハ、直チニ其ノ小作契約ヲ破棄シ来期ハ他地方ニ移リテ小作地ヲ求ムベキト称
シ、以テ地主ヲシテ小作地ノ荒廃ヲ虞レ小作人ノ要求ヲ容レザルベカラシム、之レ畢寛当地方ハ耕
地面積ノ広大ナルニ住民極メテ希薄ナル関係上小作地ハ到ル所ニ横ハリ、地主ハ小作ヲ招致スルニ
容易ナラザルモノアルニ因ル、故ニ地主ハ小作人ニ対シ自己所有ノ某小作地ハ極メテ稲作ニ適当セ
ル所ナルヲ以テ、本年同小作地ニ稲作経営ヲ為サントスルモノニ対シテハ、種子ノ無償供与播種前
ノ耕転ハ勿論、小作料タル納穀料亦有利ノ契約ヲ成スベシ等ノコトヲ以テシ、当地方主要作物以外
ノ作物、例ヘパ蕎麦、燕麦、麻、煙草、胡麻、荏、其ノ他一般疏菜ノ如キハ、其全収穫ハ悉ク小作
人ノ取得トシ、之ヲ地主ニ納付スル等ノコトナク-…・・ 40
ここに述べられているように、 1920年初頭の間島・理春地方において移住していた朝鮮人農民と
当地地主の関係は、朝鮮国内の分益地租の形態に酷似しており、その実態は朝鮮に比べ小作人にと
ってかなり有利なものであった。つまり、収穫物を折半するといっても、それは「主要作物」につ
いてのみであり、他の収穫物を考慮に入れると実際の小作料率は収穫実数の三分のーに過ぎなかっ
た。藁などの禾稗や裏作物などは全部小作人の収入となったのであり、また入植に際しては種子の
無償供与も行われた(満州、|移民史研究会:p.543)。このように小作人にとって有利な条件が認められ
ていた背景には、なによりも当地が開墾の過程にあり、多くの農民の移住を必要としたという事情
4 (1朝鮮総督府内務局社会課「満州及ぶ西比利亜地方ニ於ケル朝鮮人事情」、 1927年、 『朝鮮統治史料』第 10
巻、韓国史料研究所、 1971年、第491頁、下線部は引用者による。
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があった。
次に 1920年代初頭の溶陽・吉林地方における朝鮮人農民の生存状況を見てみよう。奉天付近に移
住してきた朝鮮人農民は、主として上記の資料の中で言及されている定額小作料と「務青」という
こつの小作形態で農業に従事していた。定額小作料は年期小作に近いものであり、約五年の期限で
契約書を作成し、稲作の場合は一天地につき一中国石、現金の場合は小洋7，.._8元を地主に払い、地
税、水利税等の租税については地主が負担し、収益はその全部を小作人がとるというものであった。
また、荒無地の開墾の場合には 4，.._6年間の作物が小作人の収入になっていた(満州移民史研究
会:p.543)。自然災害さえなければ、この方法は、水稲の単位面積あたりの収穫高から見て、朝鮮人
農民に有利なものであった。一方、「務青」は分益小作に近い制度であるが、地主は朝鮮人農民の生
産・生活必要品を負担する上に、契約年限については一年間を原則とし、契約書は作成せず、通常
は収穫物を地主が4，.._5割、小作人が 5，.._6割の割合で分割する、また小作契約は地主・小作人双方
の自由意志により解約または継続ができるとされていた。注目すべきことに、この契約のもとでは、
地主は小作農の農業経営にほとんど干渉することができなかった。こうした条件から判断するなら
ば、との時期のj審陽・吉林地方における中国人地主と朝鮮人農民人の聞の土地租借関係は、朝鮮国
内に比べると小作人にとってかなり有利なものであったということができょう。
最後に同じ 1920年代初頭のi審陽・吉林地方以北、すなわち「北満」地方における朝鮮人農民と当
地地主の関係について、 1923年に朝鮮総督府内務局社会課が編集した『満州及ブ西比利亜地方ニ於
ケル朝鮮人事情』の指摘を見ておこう。
北満在住鮮人ノ九割以上ハ農業者ニシテ、又其ノ大部分ハ水田耕作者デアル。地形土質及ビ水利
濯減ノ便ナル地ヲ選ビテ畦畔オヨビ用水路ノ築設ヲナシ畦畔内ニ引水シテ雑草ヲ枯ラシ一旦水ヲ引
出シテ田三年間ハ全然小作料ヲ徴セズ、タダ現品支給ニ対シ相当ノ利廻リヲ見テコレヲ相返セシメ、
開墾初年目ニハ地主三分第二年目ニハ三分第三年目ニハ四分、第四年目ヨリ初メテ為田トシテ折半
分益ヲナス等小作人ニ対シテモ相当有利ノ契約ガ行ハレテイタノデアル41。
ここで明らかにされているように、水田開発の立ち遅れていた「北満」地方においては、水田を
新規に開墾した場合、朝鮮人農民は3年間にわたって小作料を免除されていた。もっとも地主が小
作人に対して生産・生活必要品を供与していた場合には、小作料の負担は次のように分担された。
すなわち第一、二年目に小作人が7割、第三年目に小作人が6割、第四年円からは小作人が総収穫
の半分を取得するという負担である。しかし、いずれにせよ、 1920年代初頭において、「北満Jに
おける地主と朝鮮人農民の土地租借関係は小作側にとってかなり有利なものとなっていたのである
41 朝鮮総督府内務局社会課『満州及ぶ西比利亜地方ニ於ケル朝鮮人事情』、 1927年、 『朝鮮統治史料』第 10
巻、韓国史料研究所、 1971年、第605頁。下線部は引用者による。
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(表 11)。
表 1 1920年代初期朝鮮国内と中国東北地域における朝鮮人稲小作の小作条件比較表
一一~一一~ 朝鮮国内 中国東北地域小作料 ;:;;60% 三五50%
裏作物 厳しい制限あり、地主所有 地主所有制限なし、小作人所有
生産・生活必要品の提供 なし あり
租税等負担状況 小作により負担 地主により負担
出所本論既述部分を総括。
しかし、既に指摘したように、 1925年に中国東北地方政府と朝鮮総督府の聞に「三矢協定」が調
印されると、中国東北地方政府は朝鮮人農民に対して、土地租借、雇用期限、雇用条件等について
厳格な制限措置をとるようになった。そして、こうした規制策に制約を受けて地主階層が朝鮮人農
民に対して要求する小作条件も厳しいものとなっていった。
おわりに
1910年代以降、朝鮮総督府の「土地調査事業」により、朝鮮では農民の土地喪失が進み、小作階
層の農民が激増した。このため大量の朝鮮人農民が朝鮮に隣接する中国東北地域に移住して、安価
な土地を取得した。彼らは伝統の水田耕作技術を身につけ、米作の高収益性を享受しながら水田開
発に従事していた。そして中国側の地方政府も水回収益の拡大を狙って、水田開発を促進した。当
地の地主階層は地方政府の水田開発促進策を利用して、朝鮮国内よりずっと有利な小作契約条件を
朝鮮人農民に提供し、水田開発を進展させていた。また、東北における水田開発ブームの中で、日
本政府も自身の利益判断に基づいて、関東州を拠点、とする水田開発を促進し、さらに東亜勧業株式
会社の設立を通して東北全域で水田開発を試みた。 1920年以降、朝鮮における「産米増殖計画」の
実施によって、朝鮮人農民は伝統的な耕作技術とは異なる新技術を朝鮮総督府や東洋拓殖会社が実
施する農事講習・訓練によって身に付けた。しかし、一方、「産米増殖計画」の実施を通じて、朝鮮
から日本への米の移出が急増し、朝鮮国内の朝鮮人農民の生活はいよいよ悪化した。このため稲作
技術を身につけていた朝鮮人農民は中国東北地域へ大量に移住し、水田経営に従事することになっ
た。そして、これらの朝鮮人農民が移住し水田を開発するにともなって、水稲の優良品種(一部は
日本の優良品種)が中国東北地域に急速に普及し、 1920年代半ばまで、当地の水稲生産は急速に進展
した。しかし、 1925年になると中国東北地方政府と朝鮮総督府の関係は、「三矢協定Jの調印によ
って妥協が成立したが、その後の日中政府間の対立が深まった。中国東北地方政府は水田開発の主
力であった朝鮮人農民に対して厳格な制限措置をとるようになった。この結果、 1920年代半ばから
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1930年初頭まで中国東北地域の水田開発は伸び悩んだ。しかし、にもかかわらず、優れた稲作技術
を掌握していた朝鮮人農民人は、 1920年代半ば以降も絶えず中国東北地域に流入していった。これ
らの朝鮮人農民人は「満州国」期になってからの中国東北地域における水田開発の飛躍的な発展に
基礎を築いていくのである(図 12)。
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図 12 1931-1945年(満州国期)中国東北地域における水稲生産量統計図
単位 トン
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出所:東北物資調節委員会研究組『東北経済小厳書・農産』、 1948年、 93-95頁による。
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